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【論文要旨】
　わが国においては最近，再販売価格維持行為についての研究はマーケティング論の立場からはほ
とんど行われていない。これには次のような背景があるように思われる。
　第1に，有力なマーケティング論の研究者から，再販売価格維持行為のデメリヅト，すなわち
①メーカーによる流通支配の手段となり，流通段階における競争を阻害する，②消費者の選択の自
由を奪い，末端価格を硬直化させる等の点が指摘されてきた。このため再販売価格維持行為に対す
る問題関心は急速に薄れていったのではないかと思われる。
　第2に，再販売価格維持に対して独占禁止法による強力な規制が加えられたことを挙げること
ができよう。現在，再販売価格維持行為は公正取引委員会により原則違法というきわめて厳格な扱
いを受けている。このため，企業の多くは再販売価格維持行為を実施することに意欲や関心を失っ
てしまっているのが実情である。
　本稿は，米国連邦取引委員会経済局エコノミストのPauline　M．　IppolitoとThomas　R，　Over－
street，　Jr．による報告書「再販売価格維持行為：コーニング社に対するFTC事件の経済的研究
（1994）」の概要を紹介することにより，わが国における再販売価格維持行為をめぐる議論の問題
点をマーケティング論の見地から分析する手懸りを得ようとするものである。
【キーワード】再販売価格維持，独占禁止法，マーケティソグ論，米国連邦取引委員会，公正取引
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1．はじめに
　再販売価格維持行為（Resale　Price　Maintenance）とは，メーカーが自己の製品をディーラー
（卸売業者・小売業者）に対してその指定する価格で再販売させることにより，指定価格の維持を
図ることである。再販売価格維持行為は，価格を縦の関係で維持する仕組みであるので「垂直的価
格決定（vertical　price　fixing）」とも呼ばれている。こうした再販売価格維持行為は19世紀のイギ
リスにおいて誕生し，商標品の出現に伴い各国で普及していった1。
　メーカーは有力企業であると中小企業であるとを問わずなぜ再販売価格維持行為を用いようとす
るのか。再販売価格維持行為はビジネス上どのような効果を持つのであろうか。わが国では，旧時
はともかく少なくとも近年は，再販売価格維持行為についての実証的な研究が独占禁止法や消費者
政策の観点からは別として，マーケティング論の立場からはほとんど行われていないがように見え
るが，これには以下のような背景があるように思われる。
　第1に，有力なマーケティングの研究者から，再販売価格維持行為の弊害，すなわち①再販売
価格維持行為はメーカーによる流通支配の手段となり，流通段階における競争を阻害する，②再販
売価格維持行為は消費老の選択の自由を奪い，末端価格を硬直化させる等の点が指摘された。この
ため，再販売価格維持行為に対するマーケティソグ論からの関心は急速に薄れていったのではない
かと思われる。
　第2に，再販売価格維持行為に対して独占禁止法による強力な規制が加えられたことを挙げる
ことができよう。独占禁止法による規制は1980年に公表された公正取引委員会研究会報告書「流
通系列化と独占禁止法」（以下，1980年報告書と略記）を契機に始まり，1992年に公表された公正
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取引委員会研究会報告書「流通問題と独占禁止法」（以下，1992年報告書と略記）により一段と強
化され，現在は再販売価格維持行為は原則違法という厳格な取扱いが確立されている。このため，
企業の多くは再販売価格維持行為を実施することに意欲や関心を失ってしまっているのが実情であ
る。独占禁止法違反として摘発されることが歴然としている以上，敢えて危険を冒す企業はないで
あろう。
　この点，米国では再販売価格維持行為に関してマーケティング論の立場から実証的研究が多数行
われており，著しい成果を挙げている。厳格な独占禁止法を持つ米国におけるこのような実証的研
究は，再販売価格維持行為の有する問題点としてわが国で従来指摘されてきたものを再検討する上
で大いに参考になるものと考えられる。本稿は，米国連邦取引委員会（Federal　Trade　Commis－
sion，以下，　FTCと略記）経済局エコノミストのPauline　M．　IpPolitoとThomas　R．　Overstreet，
Jr．（両名共に1994年当時FTC勤務）による報告書「再販売価格維持行為：1994年のコーニソグ
社に関するFTC事件の経済的研究（RESALE　PRICE　MAINTENANCE，　An　Economic　Study　of
FTC’s　1994　Case　Against　the　Corning　Glass　Works）」の概要を紹介し，わが国における再販売価格
維持行為に伴う問題点をマーケティング論の見地から分析する際の手懸りを得ようとするものであ
る。
皿．日本における再販売価格維持行為に関する議論の概観
　再販売価格維持行為をめぐる日米の議論を概観する限り，そのアプローチにおいて日米間には大
きな隔たりがあるように思われる。そうした隔たりを生じさせている要因を明確にするためにまず
日本の再販売価格維持行為をめぐる議論を要約しておきたい。
　1．　日本における再販売価格維持行為論
　再販売価格維持行為に対する議論を整理する前に議論の背景とアプローチの仕方を整理してみよ
う。再販売価格維持行為の発生は，「乱売」という問題に起因するとされている。この乱売に対す
る問題を整理すると以下のようになる2。
　　ア．商標価値の下落
　　・イ．販売経路の混乱
　　ウ．製品サービスの不足
　アの［商標価値の下落］とは，おとり商品として利用されるのはメーカーのいわゆる商標品が多
いため，商品購入の重要な決定要因となる「ブランド・・イメージ」がその危機にさらされる可能性
が高いことを指している。商標価値が下落すると，消費者による非選好の原因になり，このためメ
ーカーはディーラー（卸売商・小売商）との交渉において不利な立場に立たされるので，メーカー
はこれを回避したいと考えるのである。
　イの［販売経路の混乱］とは，製品の乱売が行われるとメーカーと卸売商・小売商の協力的な関
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係の構築・維持が非常に困難になることを指している。
　ウの［製品サービスの不足］とは，製品の効能を有効に発揮させるためには適切なアドバイスや
アフター・サービスが必要であるが，製品の乱売が行われるとアドバイスやアフター・サービスが
適切に実施されないことになる。こうした状況は，消費者・ユーザーがメーカーに対し不信感・不
満感を募らせる契機とになる。このような理由からメーカーは乱売を防ぐために再販売価格維持行
為を用いさるを得なかったとされている。
　日本における再販売価格維持行為に対する独占禁止法による規制の端緒は，1980年報告書より
もはるかに古く，1966年の物価問題懇談会の提言にあると言われている。同懇談会によると再販
売価格維持行為の弊害として以下のようなものが挙げられている3。
　　①流通機構の合理化の利益を消費者に還元していない
　　②メーカー段階の寡占化による価格硬直を小売価格にまで反映させている
　　③販売業者に対する過大なリベートその他の提供，過剰宣伝は行われているが，最終消費者
　　　　向けの価格面での競争がなく，消費者の利益を害している
　　④再販売価格維持契約締結後値引きがなくなり，実質的に値上げとなっている例もある
　その後1973年に公正取引委員会は再販容認指定商品の原則的廃止を打ち出し，1974年には指定
商品の大幅な整理が行われ，その集大成として1980年報告書が公表され再販売価格維持行為を原
則違法とする基本的方向性が示された。こうした再販売価格維持行為に対する厳格な規制は日米貿
易摩擦において米国側の提起した「日本市場の閉鎖性」という問題に対する対策として打ち出され，
1980年の報告書の流れを汲んだ1992年報告書は現在の公正取引委員会の再販売価格維持行為に対
する規制のバックボーンとなっている4。
　再販売価格維持行為は，1980年報告書においては8つの流通系列化類型の1つとして扱われて
いるが，再販売価格維持行為規制が中心となっていた5。また，日米貿易摩擦の絡みで公表された
1992年報告書においても行為類型に変化はあったものの，再販売価格維持行為に対する扱いの大
きさは変わることはなかった。1980年報告書においては流通系列化の目的は，「寡占価格の維持と
その価格の下での販売の拡大である」と捉えられている。すなわち，再販売価格維持行為を実行す
るために流通系列化を構築するとされているのである。こうした再販売価格維持行為を実施するた
めにメーカーはディーラー（卸売商・小売商）と協調したりディーラー（卸売商・小売商）を支配
したりすると性格づけられている。このメーカー・ディーラー間の関係をいつれの方向に位置付け
るかにより再販売価格維持行為によって競争が減殺し，消費者利益が損なわれるか否かの評価が分
かれるように思われる。また再販売価格維持行為によって公正取引委員会報告書等で指摘されてい
るような「消費者利益を損なう（経済的不利益を受ける）」という現象が実際に生じるのであろう
かという点でも評価が分かれよう。
　さて，これまでわが国における議論の背景とアプローチの仕方を考察してきたが，再販売価格維
持行為による弊害をめぐる論点は次の2点に整理することができよう。
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　a．再販売価格維持行為が行われるメーカー・ディーラー間の関係は協調なのかそれとも支配な
　　　のか。
　b．再販売価格維持行為は消費者利益を損なうのか否か。
　aの論点は，先に述べたようにメーカー・ディーラー間の関係が協調であるのか，それともメー
カーによるディーラー支配のいずれかであるのかを判定することによって再販売価格維持行為の評
価に大きく影響するであろう。またbの論点も“消費者利益”をどのように捉えるかによって再
販売価格維持行為を行うことによって得られるものがメリットなのか，もしくはデメリットなのか
という評価に繋がってくるであろう。以下では，再販売価格維持行為のデメリットを主張する議論
（反対論）と，メリットを主張する議論（肯定論）を分析し整理することにより，次章の米国FTC
経済局エコノミストによる報告書を紹介する上での材料にしたい。
　2．　再販売価格維持行為デメリット論
　はじめに再販売価格維持によるデメリットを主張する論者の見解を検討してみよう。この論者に
は1980年報告書を公表した公正取引委員会事務局をはじめ，法律学者，流通論者が多いようであ
る6。上記aの論点について，公正取引委員会はメーカー・ディーラー間の関係を1980年の報告書
においては「組織化」という言葉を捉えているが，その内容は「支配化」を示唆するものであっ
た7。「組織化」とはメーカー・ディーラー間において効率性を志向するために相互協調する行為で
あり，一方「支配化」とはメーカーによって構築された販売経路をいかに管理するかという行為で
ある。1980年報告書において公正取引委員会は，「流通を支配すること；競争メーカーの排除」に
繋がるという論点を強調し，メーカーによる一方的な支配の成立を主張していることを読み取るこ
とができる。法律学者も流通論者もほぼ同様にメーカーによる「支配」としての行為に着目し，そ
こに従属関係が成立していることを主張している。また，メーカーが流通を支配することにより本
来あるべきディーラー間の競争は制限され，商業の社会的性格が著しく侵害される，としている。
　次にbの論点であるが，公正取引委員会をはじめ法律学者・流通論者は再販売価格維持行為を
消費者利益を損なうものとしている。再販売価格維持行為の実施によって，メーカー間の競争は阻
害され，末端価格の硬直化を形成すると主張している。「メーカー間の競争の阻害」とは，メーカ
ーが卸売商・小売商段階での価格競争を減殺することによって，メーカー間の競争が阻害されると
いう論理である。また，「末端価格の硬直化」とは，再販売価格維持行為により小売価格がどの小
売商においてもほぼ同一であることにより消費者の選択の権利を奪うものである，という論理であ
る8。いつれも小売価格のみを判断の基準にしているようである。
　再販売価格維持行為のデメリットを主張する論者にあっては，「支配」と「末端価格の硬直化」
といった共通認識があるように思われる。しかし，再販売価格維持行為はメーカーによる一方的な
「支配」という行動を介して実際に行いうるのであろうか。また「末端価格の硬直化」ははたして
メーカー間の競争を阻害し消費者に不利益を与えているのであろうか。
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　3．再販売価格維持行為メリット論
　次に再販売価格維持行為によるメリットを主張する論者の見解を検討する。この見解は一部の法
律学者と米国のマーケティング理論を標榜するマーケティング学者によって支持されているように
思われる9。論点aに関してこの論者たちはメーカー・ディーラー間の関係をメーカーによる「支
配化行動」とは認識しようとせず，効率性を達成しようとする「組織化」として認識している。こ
の論者たちは再販売価格維持行為を実行するのは，メーカー・ディーラー間で「協調」することに
よって得られる利益のほうがメーカー・ディーラー間に対立がある場合よりも大きいとの比較衡量
した結果である，と主張する。そのような見解が成立する根拠として，ディーラーは系列に入らず
に再販売価格維持行為を拒否する権利を有していることをあげている。またメーカーが主導的な立
場にあるのは，1つの組織において一番影響力を持つ者がその組織の方向性を決定する立場を採る
のは当然であり，決して支配のためではない，と主張している10。さらに競争は，ブランド間（メ
ーカー間）において活発に行われているのでたとえディーラー間の競争が減殺してもなんら制限さ
れていない，と考えている。
　論点bに関して，再販売価格維持行為のデメリットを否定する論者は，消費老利益をまったく
損なうことはなく，むしろ消費者利益に合致していると主張する。そもそも消費者利益は小売価格
だけで測定されるのではなく，ディーラーの提供するサービスや品質維持などいわゆる「マーケテ
ィソグ効率」によって達成される利益で測定されるべきだ，と考えている。
　再販売価格維持行為のデメリットを否定する論者は，「協調」と「マーケティング効率」といっ
た共通認識を有しているように思われる。再販売価格維持行為は，メーカーによる一方的な主導で
はなく，むしろ組織が機能的に作用するために一番影響力を有するメーカーが主導的な立場を採っ
ただけに過ぎないとしている。また「マーケティング効率」によって達成される利益を考慮したほ
うが，末端価格のみでみる消費者利益よりも実質的な消費老利益を達成できるのではないか，と考
えている。
　4．議論の整理
　上記の議論を整理すると以下のように分類できよう。
　再販売価格維持行為のデメリットを主張する論者は，過度にメーカー・ディーラー間におけるメ
ーカーによる一方的「支配」という論点に囚われすぎているように思われる。デメリットを否定す
る論者が考えているように，再販売価格維持行為を実行するには，メーカーとの再販売価格維持契
約の締結によってディーラー自身が価格決定の自由を放棄する必要がある。しかし，それでも系列
に入り再販売維持契約を受け入れる方がディーラーにとって有益であると判断した点を見逃すべき
ではない，と考えられる。ディーラーが自らその系列に参加しようとした事実に目を背けるべきで
はないのではないか。また「商業の社会的性格」が侵害されるといわれるが，そうであれば非効率
的行為である再販売価格維持行為が広く普及することはなかったものと思われる。さらに「本来に
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論点の整理
論者＼論点 論点a：「支配」か「協調」か（競争は制限ｳれているか否か）
論点b：消費者利益を損なうか否か（消費
ﾒに経済的不利益を与えるか否か）
デメリット論者 「支配化」行動と捉え，競争は制限されると揄?ｷる。
「末端価格が硬直化し，消費者利益を損な
､」と理解する。
メリット論者 「組織化（協調）」行動と捉え，競争は制限ｳれないと理解する。
「さまざまな費用を節約し，最終的に消費者
?vに貢献する」と理解する。
おいて卸売商・小売商にあった競争が制限される」という点が挙げられるが，ブランド間（メーカ
ー間）の競争は存在している以上，ディーラー間の競争が活発に行われなくなるという根拠はない
ものとおもわれる。すなわち，再販売価格維持行為が実行されるためには，メーカー・ディーラー
間において「協調」が存在せねばならず，競争の減殺はないのではなかろうか。
　また消費者利益を勘案する際，再販売価格維持行為のデメリットを主張する論者は「末端価格の
硬直化」という面を強調しすぎるところがある。たしかに消費者にとって小売価格は商品選択の際
に重要な判断基準となろうが，今日のように製品が高度に複雑化しているため消費者が購入しただ
けでは十分にその価値を享受できないケースがあることを見逃すべきではなかろう。こうした高度
に複雑な製品が「乱売」によって商品が売り放しの状況に置かれた場合に，「正確な情報を享受で
きない」，「修理などのアフター・サービスを受け付けてもらえない」などの不利益を被るのは消費
者自身である点も考える必要があるように思われる。また，再販売価格維持行為を実施することは
流通費用の節約になり，経済的な意味での消費者利益を十分に達成するものといえるであろう。
　わが国における再販売価格維持行為をめぐる議論は，デメリットを強調する論調がその主流的な
立場にある。だが，議論を支える根拠には検証されていない部分も多い。そこで，再販売価格維持
行為について研究が積み重ねられている米国FTCエコノミストの研究報告書を検討することによ
って，米国では再販売価格維持行為はなぜ行われるのか，また再販売価格維持行為はビジネス上ど
のような効果を持つものなのかを明らかにしたい。
皿．米国における再販売価格維持行為論の考察 FTCエコノミスト報告書を中心に
　1．米国における再販売価格維持行為規制の潮流
　まず，米国における再販売価格維持規制の背景を検討しておきたい。再販売価格維持行為を規制
対象としている独占禁止法は，市場経済の保護をはかるものであるが，第二次世界大戦以前に独占
禁止法を有していたのは米国とカナダだけであり，大部分の国は第二次世界大戦後に経済の効率化
を目的として採用したものである。以下では米国における再販売価格維持行為に対する規制の歴史
を概観してみよう11。
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1890年一Sherman反トラスト法により，州際取引における集団的再販売価格維持行為は
　　　　　　無条件に禁止されたが，個別的なものは協定や契約を出荷停止などによって強
　　　　　　制しない限り，黙認されてきた。
1930年代一不況を主な契機として，各州に公正取引法（fair　trade　law）が制定され，州内
　　　　　　取引において個別的再販売価格維持が認められるようになった。1931年に制定
　　　　　　されたカリフォルニア州の公正取引法が最初のものである。
1937年　一Sherman法を修正したものであるMiller－Tydings法によって，ブランド間にお
　　　　　　いて自由な競争が存在し，州法によって再販売価格維持行為が認められている
　　　　　　場合，州際取引においての個別的再販売価格維持行為は適法であるとされるよ
　　　　　　うになった。
1951年一連邦最高裁において再販売価格維持行為は反トラスト法違反であるとする判決
　　　　　　が出され，都市部において小売商間の価格競争が激化したため，小売商組合は
　　　　　　法律改正のための運動を展開した。
1952年　一McGuire法が連邦議会を通過し，個々の州が特定の再販売価格決定行為を容認
　　　　　　する場合，そのような行為に対して限られた範囲内での適用除外が定められた。
　　　　　　Miller－Tydings法とMcGuire法によって，他の同種の商品と競合する商標又は
　　　　　　ブラソドが付けられた商品を対象とする再販売価格維持契約は，反トラスト法
　　　　　　上の責任をまったく伴わないようになった。この適用除外は，“公正取引行為の
　　　　　　適用除外（fair　trade　exception）”と呼ばれていたが，その根拠はブランドに付
　　　　　　随している生産者の信用（good　will）を保護するには，再販売価格維持契約は
　　　　　　容認すべきであるとの考えによるものである。
1975年一このようにしてアメリカにおける再販売価格維持行為を認める法律は整備され
　　　　　　たが，裁判所はこうした方向性を好意的に捉えず，またディスカウント・スト
　　　　　　アの出現によって彼らが主張する「再販売価格維持行為は，取引を制限する以
　　　　　　上，反トラスト法に違反しMiller－Tydings法やMcGuire法により適用除外され
　　　　　　ない」という気運が強まり，Miller－Tydings法とMcGuire法は消費財価格決定
　　　　　　法（Consumer　Goods　Pricing　Act）により廃止された。
　1975年の消費財価格決定法によって再販売価格維持行為は反トラスト法による規制の対象とな
ったが，日本と異なり米国では今日においても再販売価格維持行為のメリット・デメリットをめぐ
る議論は盛んに行われている。事実，コーニング社による再販売価格維持行為のケースがFTC経
済局エコノミストによって研究されているように，その議論においては未だに確定的な結論は出さ
れていないのである。以下，従来日本ではほとんど取上げられることがなかった観点から研究を進
めたFTCエコノミストによるコーニソグ社のケースを分析することにより，マーケティソグ論の
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立場から再販売価格維持行為を機能的に検討してみよう。
　2．FTCエコノミスト報告書12：コーニング社による再販売価格維持行為
　（1）はじめに
　FTCエコノミストによる報告書を紹介する前に，　FTCと規制対象となったコーニング社につい
て簡単な説明を行いたい。FTC（連邦取引委員会）はアメリカの反トラスト法施行機関の一つで，
1914年制定の連邦取引委員会法に基づいて設置された独立行政委員会である。この委員会の目的
は，競争を促進し，商品・サービスおよび販売に関する不公正な競争方法と欺隔的行為から消費者
を保護することにある。
　次に，コーニソグ社の沿革を述べよう。コーニング社は，1851年マサチューセッッ州ケソブリ
ッジにおいて“The　Bay　State　Glass　Company”として誕生した。その後，“Union　Glass　Compa・
ny”として会社名を変え，本拠地もニューヨーク州ブルックリソに移した。その後，1968年にニ
ューヨーク州コーニソグに本社を移し，1975年に法人化された際に“Corning　Glass　Works”と再
度会社名を変え，現在は“Corning　Incorporated”として営業を行っている。特殊な耐久ガラスの
製造に特化し，電球用ガラス・医療用ガラス製品・家庭用ガラスウェアなどの製造分野で広くその
名を知られている会社である。1975年6月，FTCはコーニング社に対し，公正取引プログラム
（再販売価格維持条項）の削除を要求した。
　このFTCエコノミストの報告書は，1975年のFTCによる介入後20年間，再販売価格維持行為
は一般的に反競争的なものとして捉えられてきたが，近年では再販売価格維持行為については多く
の潜在的なメリットがあることが認識されているとの観点からまとめられている。
②　コーニング社の再販売価格維持政策
　FTCエコノミスト報告書において再販売価格維持行為を行ったとされているコーニング社の調
理向けのガラスとガラス・セラミック製品の“Pyrex”ブランドは現在でも米国国内で販売されて
いる。コーニソグ社は1915年にPyrexについてのマーケティソグ活動を展開し，1917年に制定さ
れたMiller－Tydings法による再販売価格維持行為を伴う販売を開始したとされている。コーニソ
グ社は，公正取引法が許容する新旧消費財の再販売価格維持行為を実行し続けた。再販売価格維持
行為は，コーニング社の消費財マーケティングと流通の手法における重要な特徴であった。
　FTCがコーニング社を訴追した当時，コーニング社は45の州とコロンビア特別区に所在してい
る卸売商に直接販売し，全州とコロンビア特別区に点在する50000以上の小売商に対し再販売価格
維持行為を行っていたとされている。コーニソグ社は卸売商が小売商に販売するために必要なディ
ーラー契約を卸売商と締結しており，これは，卸売商がコーニソグ社の代理人としての業務を行
い，小売商に再販売価格維持行為を実行させるためのものであった。契約を終了したディーラーは
コーニング社製品の販売を中止し，コーニソグ社に返還を申し出る義務があった。コーニソグ社は，
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10日前の通知によって変動する公正取引価格リストに明文化された最低小売価格から割引可能な
最高価格を示して卸売商段階と小売商段階の公正取引価格とマージソを義務付けたとされている。
　1937年にコーニソグ社が再販売価格維持行為を行う理由として，以下のような点が挙げられて
いる。
1．公正取引法は，商標の付いた商品に対する製造業者の貴重な財産権を保護するものである。
　　ディスカウソト・ストアによって大幅に割引かれ販売されてしまうと，本来合理的な価格で
　　販売されていたとしても消費老は強制されていると感じてしまう。そのため小規模で独立し
　　た小売商は他の商品に販売努力を移行させてしまうのである。
皿．公正取引法は小規模で独立した中小売商に地理的利便性を通じて，またディスカウント・ス
　　トアが扱うことが不可能な少数量を取扱い，人的サービスを通じて競争する力を与えている。
皿．消費者は，公正取引法の最終的受益者である。公正取引法は，独立した製造業者に暖簾を付
　　与し高品質の商品を扱う巨大なマーケティソグ・システムの維持と大規模生産を通じてのコ
　　ストの低減を可能にする。
］V．公正取引法は公共の利益（public　welfare）に貢献している。
　公正取引プログラム（再販売価格維持容認制度）が完全に廃止された後の1984年に，コーニソ
グ社の経営者は同社が再販売価格維持行為という手法を選択したのは，上記の理由の他に特にコー
ニソグ社製品の販路数の確保とブランドの維持という課題があったということを述べている。コー
ニソグ社の経営者によれば，大規模なディスカウント・ストアの大幅な割引により小規模で独立し
た小売商（ギフト・ショップなど）と，ディスカウント・ストアで購入せず小規模で独立した小売
商ヘアクセスする重要な顧客層が影響を受けることが危惧された。すなわち，ディスカウント・ス
トアで自社のブラソドが“10ss　leaders”として扱われる場合には，小規模な小売商のネットワーク
を維持するのは非常に困難であり，ディスカウント・ストアから得られる利益は小規模小売商への
販路数の減少の不利益を補完できない，と考えられたのである。また，コーニソグ社の経営者の関
心はギフト市場に向けられていた。もし再販販売価格維持行為が行われずに多様な小売価格が存在
している場合には，そのことがギフトとしての製品の価値を損なうと考えられた。ギフトとしての
製品の価値は，贈られた側が認識するギフト価格に依存し，その価格はディスカウント・ストアで
販売される価格により認識されると信じられていたからである。再販売価格維持行為は小売価格の
バラつきを減少させる有効な手法と認識され，コーニソグ社製品のギフト市場での需要を高めるも
のであると捉えていたのである。
（3）米国における再販売価格維持行為論
　米国における再販売価格維持行為論には，FTCエコノミストの分析によると再販売価格維持行
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為は競争を減殺させる目的から使用されるとする“反競争的理論（anticompetitive　theory）”と，
再販価格維持行為は流通を効率化する目的から使用されるとする“principal－agent理論”がある13。
FTCエコノミストのコーニング社事件の報告書は，こうした再販売価格維持行為の反競争的理論
とprincipal－agent理論を援用して，コーニング社の再販売価格維持行為について分析を行おうと
するものである。
　反競争的理論とは，MathewsonとWinter（1985），Telser（1960）によって提唱された供給者共
謀理論（supplier　collusion　theories）とShaffer（1991）によって提唱された協調容易化手段とし
て使われるとする寡占理論を指している。これらの理論においては再販売価格維持行為は，ディー
ラーもしくは生産者によって競争水準以上の価格設定を支えるために用いられるとされている。
　一方，principa1－agent理論には，①Telser（1960）もしくはMarvelとMcCaffery（1984）によ
って提唱されたもので，再販売価格維持行為はディスカウソト・ストアによる只乗り（free　ride）
の防止と品質認証の目的で使用されるとするスペシャル・サービス理論14，②ReyとTirole
（1986）により提唱されている，再販売価格維持行為は消費者需要が不確実なときに直面するリス
クを減少させる目的から使用されるとする需要リスク理論，③KlienとMurphy（1988）により提
唱されている，再販売価格維持行為はメーカーが期待する事前・事後の販売サービスをディーラー
に行わせる準レント制を構築することを目的として使用されるとする品質保証理論，④Gouldと
Preston（1964）によって提唱された，再販売価格維持行為が製品を取扱いたいと願う販路数を増
加させる目的から使用されるとするアウトレット理論，の4つがある。
　上記の反競争的理論とprincipal－agent理論を基礎に置きつつFTCエコノミストの報告書は，コ
ーニソグ社の再販売価格維持行為廃止後のコーニソグ社と競争他社との売上の変化，コーニング社
と競争他社による広告支出の変化，コーニング社と競争他社の株価の変化に関するデータを検討す
ることによって再販売価格維持行為の分析を試みている。
（4）コーニンゲ社と競争他社との比較
L　コーニソグ社と競争他社との売上の変化
　principal－agent理論においては，再販売価格維持行為はディーラー・マージソを保護するために
採用されると説かれている。従って，再販売価格維持行為がこの目的のために使用されていたなら
ば，FTCによる再販売価格維持行為の規制はコーニソグ社に対し非効率的な流通手段の採用を促
すことになったであろう。もしこの目的のために再販売価格維持行為が行なわれていたならば再販
売価格維持行為が廃止された時点で販売量は減少したであろうし，対照的に再販売価格維持行為が
ディーラーもしくはメーカーによって競争水準以上の価格設定を行うために使われていたならば，
再販売価格維持行為が廃止された時点で販売量は増加したであろう，と予測できよう。
　コーニソグ社の年間売上には，再販売価格維持行為が使用された消費財も含まれている。もしメ
ーカー価格が再販売価格維持行為の影響を受けていない場合には，売上の推移は製品販売数と非常
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に並行的な動きを示したであろう。再販売価格維持行為がディーラーによって競争水準以上の価格
設定をするために用いられており，再販売価格維持行為が禁止された場合においては，コーニング
社の売上は増大したであろう。
　再販売価格維持行為が，供給者によって競争水準以上の価格設定をするために使われた場合に
は，再販売価格維持行為廃止後にコーニング社製品の価格は安価になり販売量は増加したであろ
う。この場合，製品価格の下落が販売量の増加を隠してしまうため，コーニング社の売上は再販売
価格維持行為廃止後に落ち込むかもしれない。しかし，もし競争他社が同質的な製品を販売してい
たならば，市場における全ての競争者がコーニング社と同様の価格と売上の下落を経験したであろ
う。特に，Anchor　Hocking社と同社以外のコーニング社の主要な競争他社は，競争水準以上の価
格設定を行うための再販売価格維持行為が廃止された時点で，売上の減少を経験したであろう。同
様に，もし価格の下落が販売量に影響を及ぼすほどではないならば，コーニング社の売上も競争他
社の売上も増加したであろう。従って，再販売価格維持行為が供給者によって競争水準以上の価格
設定を行うために用いられている場合には，全ての競争者がは再販売価格維持行為廃止後に売上げ
同様の動きを経験するであろう。
　principal・agent理論においては，もし再販売価格維持行為が流通を増加させるために使われ，販
売活動が再販売価格維持行為が廃止された時点から製造業者に移行しなければならない場合には，
製造業者価格は再販売価格維持行為廃止後の流通の追加的コストを反映して上昇するとされる。価
格上昇は発生した売上の減少を隠しうる。それゆえ，価格を変更したにもかかわらず売上が再販売
価格維持行為廃止後に減少したならば，データはprincipal－agent理論に合致するであろう。もし
売上が減少しないならば，データは確定的ではない。Anchor　Hocking社のような再販売価格維持
行為を使用しなかったコーニソグ社の競争他社は影響を受けなかったであろうし，競争他社の売上
はコーニソグ社の失った顧客を得ることにより増加したであろうとしている。
　それゆえ，再販売価格維持行為廃止後の売上データは再販売価格維持行為の合理性を説明しう
る，としている。もしコーニング社の売上が減少すれば，データは反競争的ディーラー理論に合致
していない。もしコーニング社の売上は減少するがAnchor　Hocking社や他の競争他社の売上が減
少しなければ，データは反競争的供給者理論には合致しないが，principal・agent理論には合致す
る。もしコーニング社と競争他社の売上が全て減少するならば，データは反競争的供給者理論に合
致するがprincipal－agent理論には合致しない。
　もしコーニング社の売上は増加するが競争他社の売上は増加しなかったならば，データは反競争
的供給者理論に合致しないが反競争的ディーラー理論やprincipa1・agent理論には合致するとして
いる。もしコーニソグ社と競争他社の売上が全て増加したならば，理論間に差異を見出せないとし
ている。
　1966年から1980年のコーニング社の消費財の年間売り上げのデータは，年次報告書から採られ
ている。同様のデータがAnchor　Hocking社，　Mirro　Aluminum社，　National　Presto　industries社，
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Revere　Cooper　and　Bass　Inc社から収集されている。再販売価格維持行為廃止後の売上の変化を調
査するために，単純な傾向モデルが使用されている（データ分析手法は本稿では紙幅の都合上割愛
する）。こうした調査の結果，再販売価格維持行為が廃止された1976年以降，コーニング社の売上
は低下しているが，Anchor　Hocking社売上は低下することはなかった。
コーニング社とAnch。r　H。cking社の売上
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　販売データは，FTC介入後の5年問においてコーニング社の売上減少を示すものであった。本
稿ではそのデータを取上げないが，売上を増加させたNational　Presto社以外の競争他社で再販売
価格維持行為廃止後の売上において変化の傾向を示すものは無かった。販売データは再販売価格維
持行為に関するprincipal－agent理論には合致するが，反競争的ディーラー理論や供給者理論には
合致しなかった。
2．コーニング社と競争他社による広告支出の変化
　principal－agent理論においては，再販売価格維持行為はメーカーにより期待されるディーラーの
行動を促すために使用される。例えば，再販売価格維持行為はディーラーによる強い販売努力や多
数の販路を通じての製品流通の拡張を誘導するために使用されうる。再販売価格維持行為がこのよ
うな目的で使用されており，その後FTCにより禁止されることにより，コーニング社は製品を販
売するために他の販売促進手法を採らねばならなかった。データを得ることができる代替的な販売
手法は，メーカーの広告であった。
　コーニング社と主要な競争他社の年間の広告支出はNational　Advertising　Investmentにおける
データに基づいている。これらのデータは，雑誌，新聞の折り込みチラシ，全国TV放送，ラジ
オ，地方TV放送，屋外広告による広告支出を示している。コーニング社のような大手の広告主
については，ブラソドや製品グループの記録が残されている。このFTC報告書においては，1967
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年から1980年までの広告支出は，マルチ製品広告とガラス，陶磁器，調理器具製品別に収集され
た。比較広告は，Anchor　Hocking社，　National　Presto　industries社，　Revere　Cooper　and　Bass　Inc
社，Mirro　Aluminum社をターゲットにして行われた。
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（出所）Pauline　M．　lppolito　and　Thomas　R．　Overstreet，　Jr“RESALE　PRICE　MAINTENANCE：An　Economic
　　　Study　of　the　FTC’s　Case　Against　the　Corning　Glass　Works”，1994，　p　45をもとに修正を加え作成。
　調査の結果，コーニング社とAnchor　Hocking社の広告支出が得られ，これらのデータはAn－
chor　Hocking社の広告支出における大きな変化として1970年代前半における低い広告支出を示し
ている。すなわち，1970年代後半の広告支出は1960年代の広告支出の平均と同水準である。これ
は，再販売価格維持行為廃止後において広告支出を拡大したコーニング社と比べて対照的である。
また，本稿では割愛したがその他の競争他社の広告支出は増減において一貫性があるものではなか
ったとされている。
　このデータは，再販売価格維持行為が販売サービスを創出するために使われるとするprincipal－
agent理論によって予測されるコーニング社の広告支出の増加を示すものであった。コーニング社
の競争他社から得られるデータは，コーニング社の再販売価格維持行為の廃止は市場に対しまった
く影響を与えておらず，産業的規模の現象ではないことを示している。すなわち，コーニング社の
再販売価格維持行為の使用は，競争他社の広告支出に対し影響力を有していなかったのである。
3．コーニング社と競争他社の株価に関するデータ
　企業の将来的な収益に影響を与えるほどの事件は，企業の株価の市場評価に強く反映されよう。
この理由から，再販売価格維持行為の廃止に反応する株価を測定することは，マーケティング政策
が企業の収益性に与える影響を計る尺度となりうる。
　このFTC報告書においては，　FTCの提訴に対する株式市場の反応が，コーニング社と競争他社
の収益性に再販売価格維持行為の使用がどのような影響を与えているのかを測定するために使用さ
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れている。再販売価格維持行為に関する反競争的供給者理論においてもprincipal－agent理論にお
いても，再販売価格維持行為は，利益を増大するためにメーカーによって採用されるものであると
されている。これらの理論では，コーニング社の株価は，コーニング社がFTCにより再販売価格
維持行為が規制されるおそれがあるという情報が市場に流れた時点で下落すると予測されている。
対照的に，反競争的ディーラー理論では，コーニソグ社はディーラーの要請によって再販売価格維
持行為を採用したとされている。従って，FTCが規制を加える恐れがあるという情報はコーニン
グ社の株価を押し上げるとされている。
　また，コーニング社がFTCにより再販売価格維持行為の規制をうけるおそれがあるという情報
はコーニソグ社の競争他社の株価に影響を与えうるとしている。principal－agent理論においては，
再販売価格維持行為を使用しなかった競争他社（競争他社にとっては再販売価格維持行為は最も効
率的な流通調整メカニズムでなかった）の株価は影響を受けないか，コーニング社が再販売価格維
持行為についてFTCの規制を受けた場合その効率性を減少させるので上昇する可能性があるとし
ている。再販売価格維持行為が供給者の競争水準以上での価格設定を行うために使用されているな
らば，競争他社の株価はコーニング社が再販売価格維持政策を廃止した時点で株価は下落したとさ
れる。
　競争他社の株価の動きは，メーカーによる反競争的理論を支持するものではないことを示してい
る。コーニング社の競争他社の株価は，コーニング社が再販売価格維持政策の規制を受ける恐れが
高まることによる下落傾向を示さなかった。
3．　コーニング社による再販売価格維持行為使用の背景
上記のデータ分析から以下の結論が導かれるとしている。
・コーニング社の売上は再販売価格維持行為が廃止された時点で減少したが，競争他社の売上は
減少することは無かった。
・コーニソグ社の広告支出は再販売価格維持行為廃止後に増加した。しかし競争他社の広告支出
はコーニング社の再販売価格維持行為廃止後に一貫して増加することはなかった。
・コーニソグ社の再販売価格維持行為がFTCの規制を受けるという情報が，競争他社の株価に
影響を与えたと認定することはできなかった。
　こうした分析結果は，コーニング社の再販売価格維持行為の使用によってprincipal－agent理論
が支持されるとしても，この理論は測定が困難な製造業者の努力，流通システムの性格付けに関連
した製品の性格，需要の不確実性，ディーラー販売の効率性に依存する理論であるため，再販売価
格維持行為なぜ使用されるのかを完全に説明できるわけではない。こうした問題点を含みながら，
principal－agent理論の持ついくつかの曖昧さについてFTCエコノミストの報告書は以下のように
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検討している。
・スペシャル・サービス理論
　この理論によれば，再販売価格維持行為は，ディスカウソト・ストアが，メーカーから提供され
る情報サービスに只乗りするのを防ぐためにディーラー・マージンを与える目的として使用される
ものである。この理論ではコーニング社の再販売価格維持行為を説明するために，ディーラーは製
品についての全体的な情報を消費者に最もよく提供する存在でなければならないとされている。こ
うした製品情報は顧客に直接応対する訓練された販売員によって製品情報が提供されたり，非常に
評判の高いディーラーの保証によって間接的に提供されよう。この理論は製品の導入期には非常に
説得力が持つが，Pyrexのような確立されたブラソドへの再販売価格維持行為の説明には不適切な
部分が多いようにおもわれる。こうした問題を直接に扱うデータはないが，計量カップやパイ・プ
レートのような長期間にわたり確立された製品の特徴をディーラーが顧客に情報提供する必要はほ
とんどなく，この理論を再販売価格維持行為を使用する唯一の理由とするのは非常に困難であると
している
・品質保証の理論
　この理論においては，再販売価格維持行為は，取り扱われる製品の品質に影響を与えうる立場に
あるディーラーが高品質のサービスを提供するよう仕向けるために使われるとされている15。しか
し，コーニング社の再販売価格維持行為の説明としては適切ではないと思われる。ガラスやセラミ
ック製品については，製品の品質はディーラーの行動よっては強い影響は受けないからである。
・再販売価格維持行為の需要リスク理論
　この理論においては，再販売価格維持行為は需要について大きな不確実性がある市場におけるデ
ィーラーの在庫リスクを軽減させるために用いられる。しかし，コーニング社がなぜ再販売価格維
持行為を用いたかを適切に説明をするものではないように思われる。需要リスクは決定的であるか
ら，需要についてのかなりの不確実性があり，需要予測が正確でないことが判明した場合，それを
負担せねばならなくなる。このような状況は，流行品や季節商品などの財において起こる。コーニ
ング社の経営者は，コーニング社の売上の重要部分はギフト市場であるとしている。しかしなが
ら，コーニング社のギフト製品は婚礼，催事，親族内の贈答品など通年を通して販売されているも
のであり流行や季節はあまり関係ない。この点は，コーニング社の再販売価格維持行為へのprin－
cipal－agent理論の直接的な適用を拒むものではないが，需要リスクの理論はコーニソグ社の再販
売価格維持行為の使用を説明する基礎とはならないとしている。
・アウトレット理論
　この理論においては，再販売価格維持行為は多くの販路に利益マージンを供給するために用いら
れる。コーニング社の製品は，大規模販売店，デパートメソト・ストア，金物店，中小販売店，贈
答品店などを通じて広範囲に販売されている記録がある。このような広範な販路は，コーニング社
の製品を流通させるのに異なったコストが掛かることを示している。このことから，最終ディーラ
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一のマージソが販売からの収益よりも低い場合には，中小販売店の中から再販売価格維持行為を行
わないと製品を取り扱わない旨の申し出が出る可能性があることを予測できる。コーニソグ社の経
営者は，末端の中小販売店の存在を重要視していた。コーニソグ社の経営老は，再販売価格維持行
為廃止10年後のイソタビューにおいて，再販売価格維持行為の廃止がもたらした重大な結果の1
つに多数の小さな販路を失ったことを示唆している。再販売価格維持行為廃止後におけるコーニソ
グ社の販路数の減少を示すデータはないが，再販売価格維持行為廃止後にコーニング社の売上は下
落していることが示されている。FTCエコノミストによる報告書はこの理論がコーニング社の再
販売価格維持行為を説明する上で最も適しているように思われるとしている。
　4．FTC報告書のまとめ
　FTCエコノミストの報告書は，コーニソグ社が再販売価格維持行為を使用したのは反競争的な
目的のためではなく，自社の製品流通に対する関心からであることを示している。市場構造に関す
るデータは，コーニング社の再販売価格維持行為の使用に対する反競争的な説明と合致するもので
はなかったことを示している。またFTCの多方面からの調査においてもコーニソグ社のディーラ
ー間の共謀を示すデータを見出すことはできなかった。さらに，再販売価格維持行為廃止後におけ
るコーニソグ社と競争他社の株価の動きは，反競争的理論を支持するものではなかった。
　市場データは，コーニソグ社の製品流通の効率化を達成させる手段として再販売価格維持行為を
評価している。コーニソグ社の株価は再販売価格廃止後に下落したが，競争他社の株価はコーニン
グ社の再販売価格維持行為の廃止に反応しなかった。また，再販売価格維持行為廃止後にコーニソ
グ社の売上は減少したが競争他社の売上は変化しなかった。コーニング社が再販売価格維持行為廃
止後に広告支出を増やしたが競争他社は広告支出を一貫して増やすことはなかった。これらのデー
タは，再販売価格維持行為は反競争的理論からは説明できないことを示している。FTCエコノミ
ストの報告書は，コーニング社による再販売価格維持行為の使用は自社のマーケティング効率を増
進させる目的から行われたということを結論付けていると捉えることができよう。
lV．おわりに
　わが国の再販売価格維持行為に対するアプローチと米国FTCエコノミストによる再販売価格維
持行為に対するアプローチを比較対照してみると，同じマーケティソグ論の立場からであっても日
米間には大きな隔たりがあることに気付くであろう。わが国における再販売価格維持行為に対する
アプローチは，“性格付け（characterization）”の傾向が強いことを挙げることができよう。わが
国では仮説に基づき，再販売価格維持行為を行う企業について詳細なデータの分析を行うという手
法をほとんど用いずに再販売価格維持行為を“反競争的”としてアプリオリに扱ってきたのではな
いであろうか。これに対して，米国FTCエコノミストの報告書は再販売価格維持行為を評価する
に際して，再販売価格維持行為の反競争的理論とprincipal－agent理論の双方の理論を基礎にして
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コーニソグ社と競争他社の売上の変化・広告支出の変化・株価の変化等のデータを詳細に分析して
いる。こうした分析の結果，再販売価格維持行為は，競争を減殺させる目的だけから使用されるわ
けではないことが明らかにされている。詳細なデータ分析を伴わずに，再販売価格維持行為を一方
的に性格付けるのは再販売価格維持行為の本質を見失わせる危険性があるように思われる。
わが国にもおいても，仮説に基づき詳細なデータ分析を行った上で，再販売価格維持行為につい
ての評価を下すべきではなかろうか。本稿で紹介したコーニソグ社事件についての実証的研究の分
析枠組みは，こうした場合の1つの手懸りになるのではないかと思われる。
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　年，pp．14－15．
9再販売価格維持行為による弊害を否定する理論を主張するマーケティソグ学老として，江尻弘氏，田島i義博
　氏を挙げることができよう。
10江尻弘氏は，「いかなる組織においても，指揮者とか管理者としての機能を果たす者を必要としており，そ
　の管理者による組織の統率によって，はじめて組織の保持と発展が期待できる」と述べている。
　江尻弘，『流通系列化』，中央経済社，1983年，p．25．
11流通問題研究会，前掲書，pp．26－27．
12この報告書は，アメリカ連邦取引委員会（FTC）のエコノミストのPauline　M．　IppolitoとThomas　R．　Over－
　street，　Jr．（共に1994年当時）によって再販売価格維持行為の経済学的見地からのケース研究として執筆さ
　れ，両氏はコーニソグ社の製品は再販売価格維持行為が行われやすい差別化された製品ではなく，相対的に
　単純な製品であることに着目した。このような製品取上げすることによって，再販売価格維持行為を行う経
　済的動機を理解する手懸りになる，と述べている。こうした経済学的見地からの研究は，マーケティソグ論
　から再販売価格維持行為の機能・効果を研究する際に非常に有用な資料となると思われる。
13FTCのこのような分析手法は，米国司法省の分析手法よりも緻密であるとしている。
　村上政博，『アメリカ独占禁止法一シカゴ学派の勝利　　』，有斐閣，1987年，pp．　46－53．
14この理論は，マーケット・スキミング（Market　Skimming）と呼ばれる顧客の横取りを防止するために再販
　売価格維持行為は使用されているとする。
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15ディーラーが獲得するマージソは，顧客に対するサービスを実行するためのコストとして使用される。
　R。Bork，　The　Antitrust　Paradox，　Revised　Edition　1993，　p．432．
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